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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 平成18年４月１日の旧株式会社本郷との合併に伴い、平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会

計年度を「第１期」とし、第１期中間連結会計期間の各数値には、旧株式会社本郷との合併に伴い同社グル

ープから平成18年４月１日をもって引き継いだ事業の同日以降の経営成績等が含まれております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第１期中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第78期中 第１期中 第２期中 第78期 第１期

会計期間

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 22,484 76,696 80,944 48,588 151,542

経常利益 (百万円) 1,003 4,051 3,595 2,240 6,679

中間(当期)純利益 (百万円) 809 2,789 2,437 1,690 4,519

純資産額 (百万円) 22,261 43,194 47,909 23,689 45,182

総資産額 (百万円) 44,596 117,314 129,700 49,538 128,048

１株当たり純資産額 (円) 1,408.32 1,385.92 1,574.38 1,499.27 1,468.31

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 51.20 108.54 94.86 106.95 175.90

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.9 30.4 31.2 47.8 29.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,030 9,094 17,105 7,135 16,367

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,736 △10,767 △12,581 △8,191 △27,452

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 797 2,035 △1,693 1,231 9,194

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 539 4,208 4,955 632 2,089

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人) 1,465
4,609
(1,920)

5,267
(2,075)

1,472
4,942
(2,052)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第１期の１株当たり配当額には、記念配当５円が含まれております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 平成18年４月１日の旧株式会社本郷との合併に伴い、平成18年４月１日から平成19年３月31日までの事業年

度を「第１期」とし、第１期中間会計期間の各数値には、旧株式会社本郷との合併に伴い同社から平成18年

４月１日をもって引き継いだ事業の同日以降の経営成績等が含まれております。 

５ 純資産額の算定にあたり、第１期中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第78期中 第１期中 第２期中 第78期 第１期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 19,407 32,826 35,088 42,042 73,505

経常利益 (百万円) 216 1,846 1,743 1,072 4,692

中間(当期)純利益 (百万円) 98 1,160 978 550 2,814

資本金 (百万円) 3,240 3,240 3,240 3,240 3,240

発行済株式総数 (株) 15,853,920 25,750,830 25,750,830 15,853,920 25,750,830

純資産額 (百万円) 19,179 29,727 31,636 19,696 31,251

総資産額 (百万円) 37,241 69,136 67,938 40,920 70,335

１株当たり純資産額 (円) 1,213.34 1,156.96 1,231.33 1,246.59 1,216.31

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 6.24 45.18 38.07 34.85 109.52

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 7.00 7.00 7.50 14.00 19.00

自己資本比率 (％) 51.5 43.0 46.6 48.1 44.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
832
(94)

1,429
(731)

1,460
(746)

816
(94)

1,422
(747)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び関連会社)が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員〔当社グループ(当社及び連結子会社)からグループ外部への出向者を除き、グループ外部

からの出向者を含んでおります。〕であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含み

ます。）は、当中間連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。)であり、

臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。)は、当中間会計期間の平均人員を( )

外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労使関係は安定しており特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

自動車部品関連事業 5,235 (2,075)

その他の事業(航空機部品他) 32 (―)

合計 5,267 (2,075)

従業員数(人) 1,460(746)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間における当社グループ(当社、連結子会社及び関連会社)を取り巻く経済環境

は、国内においては、底堅く推移する個人消費と増加する輸出及び設備投資などの内外需に支えられ、

緩やかな景気拡大が続いています。米国においては、景気は堅調に推移したものの住宅市場が調整を続

ける中、８月のサブプライム問題によって住宅市場の調整が一段と深刻化し、個人消費や設備投資にも

やや陰りが見えはじめました。中国においては、引き続き高成長が続いていますが資産バブルも懸念さ

れはじめ、将来的な経済リスクとなりつつあります。タイにおいては、政局不安により景気に足踏み感

が見られ、インドにおいては高水準の経済成長が続いていますが、利上げや為替の影響により企業収益

にはやや減速傾向が見られます。欧州においては、景気は底堅いもののサブプライム問題の欧州諸国へ

の波及により金融機関への影響が懸念されています。 

自動車業界では、国内においては消費者の嗜好の多様化により自動車販売が軟調となっているもの

の、世界的には日本メーカーの販売市場シェアは拡大しており、特に新興国市場において日本メーカー

に対する需要が急速に増加しています。そのような環境のもと自動車部品業界は、海外展開を活発化す

る自動車メーカーに追従するために経営基盤の強化が一層求められています。 

このような中、当中間連結会計期間において当社グループは、これまでに培った技術力とグローバル

展開を活かし、主力得意先の新型車部品及び新規部品の受注拡大を図ってまいりました。さらに、「夢

は大きく心は一つに」のスローガンのもと、合併シナジー効果の創出に励んでまいりました。 

生産面においては、ほぼ世界同時に生産が開始される新型車向け部品の主力得意先への全世界安定供

給を目指し、当社グループの総力を結集してスムーズな生産開始に取り組み、成果を挙げました。品質

面においては、「桁違い品質の達成」をスローガンに、高精度部品と金型・溶接設備の工程保証能力の

高位平準化を進め、開発技術面においては、国内外の金型内製力及び調達力引上げのため、グローバル

金型調達戦略をさらに推進しました。 

海外展開においては、ＱＣＤ（品質・価格・納期）全領域における日本から海外への水平展開を強力

に進め連結収益力の向上を目指しております。 

このような結果、当中間連結会計期間の売上高は、809億44百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益

は34億49百万円（同15.3％減）、経常利益は35億95百万円（同11.3％減）、中間純利益は24億37百万円

（同12.6％減）となりました。 

所在地別セグメント状況につきましては、日本においては、自動車骨格部品の販売増加などにより、

売上高は350億88百万円(前年同期比6.9％増)となりましたが、営業利益は燃料価格の上昇等による運搬

費の増加、人件費の増加などにより、13億99百万円(同2.7％減)となりました。 

北米においては、主力得意先の販売が堅調に推移したことに支えられ売上高は362億57百万円(前年同

期比2.9％増)となりましたが、厳しい価格競争や減価償却費の増加、小型車シフト等による付加価値減

少などにより営業利益は36百万円(同93.8％減)となりました。 

アジアにおいては、中国、タイ、インドともに、主力得意先の販売好調により、自動車部品の売上が

増加したことに加え昨年12月に本格的に稼動を開始した中国の武漢愛機汽車配件有限公司の収益が新た

に加わったことなどにより、売上高159億81百万円(前年同期比28.9％増)、営業利益21億４百万円(同

18.3％増)となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、仕入債務の減少や有形

固定資産の取得、短期借入金の純減少などによる資金の減少がありましたが、減価償却費の増加や売上

債権の減少、たな卸資産の減少などによる資金の増加により、49億55百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、法人税等の支払や利息の支払などがありましたが、減価償却費

の増加や税金等調整前中間純利益などにより、前中間連結会計期間に比べ80億11百万円増加の171

億５百万円となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果支出した資金は、有形固定資産の取得による支出などにより、前中間連結会計期

間に比べ18億14百万円増加の125億81百万円となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果増減した資金は、借入金の返済や社債の償還などにより、前中間連結会計期間に

比べ資金が20億35百万円の増加から16億93百万円の減少となりました。 

  

なお、平成19年９月27日開催の当社取締役会において、2012年10月16日満期円貨建転換社債型新株予

約権付社債の発行を決議し、平成19年10月16日に払込みが完了しました。詳細は、「第５ 経理の状況 

中間連結財務諸表等 注記事項 (重要な後発事象)」をご参照ください。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績は、次のとおりであります。 

 
(注) 金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間の受注状況は、次のとおりであります。 

 
(注) 金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
(注) 前中間連結会計期間において、ホンダマニュファクチュアリングオブアラバマ・エル・エル・シーは、当該割

合が100分の10未満のため記載しておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

自動車部品関連事業 76,778 101.0

その他の事業(航空機部品他) 177 95.2

合計 76,955 101.0

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

自動車部品関連事業 78,019 107.2 7,151 51.8

その他の事業(航空機部品他) 188 35.6 11 16.9

合計 78,207 106.6 7,162 51.6

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

自動車部品関連事業 80,787 105.7

その他の事業(航空機部品他) 156 156.0

合計 80,944 105.5

相手先

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

本田技研工業株式会社 19,953 26.0 20,996 25.9

ホンダオブアメリカマニュファクチュ
アリング・インコーポレーテッド

12,049 15.7 18,249 22.6

ホンダマニュファクチュアリングオブ
アラバマ・エル・エル・シー

― ― 8,958 11.1

ホンダカナダ・インコーポレーテッド 7,916 10.3 8,169 10.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び関連会社)の事業上及び財務上の対

処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社、連結子会社及び関連会社)は、グローバル展開を視野におき、卓越した技術と製品

の開発を目指し、積極的な研究開発活動を推進しております。 

研究開発は、当社の研究開発センターで行っており、ホンダグループを始めとした多くの研究開発機関

と密接な連携をとり、研究開発を効率的に進めております。 

当中間連結会計期間における、各事業別の主要課題及び内容は次のとおりであります。なお、当中間連

結会計期間の研究開発費の総額は、327百万円となっており、自動車部品関連事業に係るものがその大半

を占めております。 

(1) 自動車部品関連事業 

・溶接接合加工工法技術の開発 

・高強度材料、軽量化材料のプレス加工工法技術の開発 

・外板部品プレスの加工工法技術の開発 

・厚板精密プレス加工工法と組付加工技術との複合による機能部品の開発 

・材料の硬度化技術の開発 

・ＣＡＤ、ＣＡＭ、ＣＡＥの技術革新にあわせたシステム開発及び技術者養成 

  

(2) その他の事業(航空機部品他) 

・精密金属部品のプレス加工工法技術の開発 

・高強度材料、軽量化材料のプレス加工工法技術の開発 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備計画の変更はありませ

ん。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた重要な設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次

のとおりであります。 

① 提出会社 

 
 (注) 1．金額には消費税等は含まれておりません。 

 2. 新規受注対応、能力拡大及び合理化等のための設備計画であるため、完成後の能力増強が若干見込まれま

す。 
  

② 連結子会社 

 
  

事業所名 所在地
事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

投資額
(百万円)

完了年月
完成後の 
増加能力

亀山製作所
三重県 

亀山市
自動車部品関連事業 生産関連設備 618 平成19年９月 (注)２

前橋製作所
群馬県 

前橋市
自動車部品関連事業 生産関連設備 202 平成19年８月 (注)２

郡山製作所
福島県 

郡山市
自動車部品関連事業 生産関連設備 1,749 平成19年９月 (注)２

第一技術室
群馬県 

前橋市
自動車部品関連事業 生産関連設備 4,343 平成19年５月 (注)２

第二技術室
福島県 

郡山市
自動車部品関連事業 生産関連設備 54 平成19年８月 (注)２

会社名 所在地
事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

投資額
(百万円)

完了年月
完成後の 
増加能力

ケ ー・テ ィ・エ

イチ・パーツイ

ン ダ ス ト リ ー

ズ・インコーポ

レーテッド

アメリカ 

オハイオ州
自動車部品関連事業 生産関連設備 6,082 平成19年９月 (注)２

カライダ・マニ

ュファクチャリ

ング・インコー

ポレーテッド

アメリカ 

オハイオ州
自動車部品関連事業 生産関連設備 313 平成19年９月 (注)２

ケ ー・テ ィ・エ

イチ・リーズバ

ーグ・プロダク

ツ・リ ミ テ ッ

ド・ライアビリ

ティ・カンパニ

ー

アメリカ 

アラバマ州
自動車部品関連事業 生産関連設備 1,778 平成19年９月 (注)２

ケ ー・テ ィ・エ

イチ・シェルバ

ーン・マニュフ

ァ ク チ ャ リ ン

グ・インコーポ

レーテッド

カナダ 

オンタリオ

州

自動車部品関連事業 生産関連設備 3,311 平成19年９月 (注)２



 
 (注) 1．金額には消費税等は含まれておりません。 

 2. 新規受注対応、能力拡大及び合理化等のための設備計画であるため、完成後の能力増強が若干見込まれま

す。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名 所在地
事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

投資額
(百万円)

完了年月
完成後の 
増加能力

広州愛機汽車配

件有限公司

中国 

広東省
自動車部品関連事業 生産関連設備 400 平成19年６月 (注)２

清遠愛機汽車配

件有限公司

中国 

広東省
自動車部品関連事業 生産関連設備 8 平成19年６月 (注)２

エイチワン・パ

ーツ(タイラン

ド)カンパニー・

リミテッド

タイ 

アユタヤ県
自動車部品関連事業 生産関連設備 2,096 平成19年６月 (注)２

エイチワン・イ

ンディア・プラ

イベート・リミ

テッド

インド 

ウッタルプ

ラディッシ

ュ州

自動車部品関連事業 生産関連設備 218 平成19年９月 (注)２



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

平成19年９月30日現在 

 
  

② 【発行済株式】 

 
 (注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,000,000

計 63,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,750,830 25,750,830
ジャスダック
証券取引所

―

計 25,750,830 25,750,830 ― ―

2012年10月16日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 (2007年10月16日発行)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 (個) ―――― 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ―――― ――――

新株予約権の目的となる株式の種類 ―――― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 (株) ―――― (注)１

新株予約権の行使時の払込金額 (円) ―――― (注)２

新株予約権の行使期間 ――――
 自：2007年10月30日 

  至：2012年10月２日 
  (ルクセンブルク時間)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

――――
   発行価格  (注)３ 
    資本組入額 (注)４

新株予約権の行使の条件 ――――
各本新株予約権の一部行使は
できない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ――――

本新株予約権は、本新株予約
権付社債に付されたものであ
り、本社債からの分離譲渡は
できない。

代用払込みに関する事項 ――――

各本新株予約権の行使に際し
ては、各本社債を出資するも
のとし、当該本社債の価額
は、当該本社債の額面金額と
同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―――― (注)５



 
  

新株予約権付社債の残高 (百万円) ―――― 5,000



 (注)１ 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式

を移転する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下記(注)２ ②ないし④ 記載の転換価額で除し

た数とする。但し、本新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。また、本新株予約権の行使の結果単元未満株式が発生する場合、当社は会社法に定める単元未満株主の

買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。 

なお、下記(注)２②ないし④記載の転換価額で算出される新株予約権の目的となる株式の数の最大数は、中

間会計期間末現在及び提出日の前月末現在ともに、3,017,501株である。 

 ２ ① 本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、当該本社債の額

面金額と同額とする。 

    ② 転換価額は、当初1,657円とした。なお、提出日の前月末現在の転換価額は当初価額どおりである。 

    ③ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で新たに当社

普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。

なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数(但し、当社の保有する自己株

式数を除く。)をいう。 

   
また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の発行その他本新株予

約権付社債の要項に定める一定の場合にも適宜調整される。 

  ④ 2009年10月２日(日本時間、以下「決定日」という。)まで(同日を含む。)の20連続取引日のジャスダッ

ク証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値(但し、１円未満の端数は切り上げる。)

が、当該決定日において有効な転換価額を１円以上下回る場合、転換価額は、2009年10月16日(日本時

間、以下「効力発生日」という。)以降、上記の方法で算出された額(終値の平均値)に修正される(但

し、決定日(同日を含まない。)から効力発生日(同日を含む。)までの期間に上記③に従ってなされた調

整に従う。)。但し、算出の結果、決定日に有効な転換価額の80％未満となる場合、転換価額は決定日に

有効な転換価額の80％に当たる金額(但し、１円未満の端数は切り上げる。)とする。 

 ３ 発行価格は、上記(注)２②ないし④記載の転換価額と同額である。 

 ４ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1項

に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額

を減じた額とする。 

 ５ 当社が組織再編等を行う場合の承継会社等による新株予約権の交付 

  ① 当社が組織再編等を行う場合には、当社は、承継会社等(以下に定義される。)をして、本新株予約権付

社債の要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を引き受けさせ、かつ、本新株予約

権に代わる新たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる引受け及び

交付は、(ⅰ)その時点で適用のある法律上実行可能であり、(ⅱ)そのための仕組みが既に構築されてい

るか又は構築可能であり、これにつきMizuho International plc, London, Zurich Branchとの間で合意

し、かつ、(ⅲ)当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な(当社が判断する。)費

用(租税を含む。)を負担せずにそれを実行することが可能であることを前提条件とする。かかる場合、

当社は、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場会社であるよう最善の努力をす

るものとする。本①記載の当社の努力義務は、当社がMizuho International plc, London, Zurich 

Branchに対して当該組織再編等の効力発生日において承継会社が日本の上場会社であることを当社が予

想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。  

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び/又は本新株予約権

に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。  

  ② 上記①に従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は以下のとおりとする。 

   ａ．交付される承継会社等の新株予約権の数：当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新

株予約権付社債の所持人が保有する本新株予約権の数と同一の数とする。 

   ｂ．承継会社等の新株予約権の目的である株式の種類：承継会社等の普通株式とする。 

   ｃ．承継会社等の新株予約権の目的である株式の数：当該組織再編等の条件等を勘案の上、本新株予約権

付社債の要項を参照して決定する他、以下に従う。なお、転換価額は、上記(注)２③と同様の調整に服

する。 

    イ．合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普通

株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領で

きるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその

他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得ら

既発行株式数 ＋
新発行又は処分株式数 × 1株当たりの払込金額

調 整 後 
転換価額

＝
調 整 前 
転換価額

×
時価

既発行株式数+発行又は処分株式数



れる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。 



    ロ．上記イの場合以外の組織再編等(但し、当社及び承継会社等が上記イ又は本ロのいずれを利用するか

選択しうる場合の合併、株式交換又は株式移転において、本ロを適用することを選択した場合を含

む。)の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約

権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会

社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定める。 

   ｄ．承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額：承継会社等の新株予約

権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額は、本社債額面金額と同額とす

る。 

   ｅ．承継会社等の新株予約権を行使することができる期間：当該組織再編等の効力発生日から、本新株予

約権の行使期間の満了日までとする。 

   ｆ．承継会社等の新株予約権の行使の条件：承継会社等の新株予約権の一部行使はできないものとする。 

   ｇ．承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に

関する事項：承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第40条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1

円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金

等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

   ｈ．組織再編等の際の新株予約権の行使 ：承継会社等について組織再編等が行われた場合にも、本新株予

約権付社債と同様の取扱いを行う。 

   ｉ．その他：承継会社等の新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行

わない。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 25,750,830 ― 3,240 ― 12,237

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１－１ 6,055 23.52

今 井 俊 明 東京都練馬区 2,230 8.66

エイチワン従業員持株会 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目11－５ 871 3.38

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４－１ 780 3.03

ＪＦＥ商事株式会社 東京都千代田区大手町２丁目７－１ 727 2.83

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海１丁目８－11 720 2.80

平 田 眞 己 東京都足立区 660 2.56

今 井 政 江 東京都練馬区 619 2.41

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 590 2.29

平 田 宇 理 東京都足立区 385 1.50

計 ― 13,640 52.97



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 1,200株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 12個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      57,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   25,670,500 256,705 ―

単元未満株式 普通株式      22,630 ― ―

発行済株式総数           25,750,830 ― ―

総株主の議決権 ― 256,705 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社エイチワン
埼玉県さいたま市大宮区
桜木町一丁目11番地５

57,700 ― 57,700 0.22

計 ― 57,700 ― 57,700 0.22

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,085 1,844 1,728 1,820 1,619 1,625

最低(円) 1,760 1,605 1,496 1,511 1,200 1,360



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については、新日本監査法人及びあずさ監査法人の中間監査を受け、金融商品取引

法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財

務諸表については、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。 

  第１期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第１期中間会計期間の中間財務諸表 

                              新日本監査法人及びあずさ監査法人 

  第２期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第２期中間会計期間の中間財務諸表 

                              新日本監査法人 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産 2

 １ 現金及び預金 4,613 5,160 2,195

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

6 21,872 22,824 24,035

 ３ たな卸資産 10,501 8,586 12,263

 ４ その他 2,019 2,105 2,464

   流動資産合計 39,007 33.2 38,677 29.8 40,958 32.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 1.2

  (1) 建物及び 
    構築物

16,440 19,402 19,169

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

24,725 27,670 28,501

  (3) 工具・器具 
    及び備品

12,926 13,207 13,561

  (4) 土地 4,537 4,609 4,565

  (5) 建設仮勘定 11,500 70,129 59.8 18,716 83,606 64.5 13,126 78,924 61.6

 ２ 無形固定資産 2 409 0.4 646 0.5 580 0.5

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 6,822 6,225 6,703

  (2) その他 2 950 550 885

    貸倒引当金 △4 7,768 6.6 △4 6,770 5.2 △4 7,584 5.9

   固定資産合計 78,307 66.8 91,023 70.2 87,089 68.0

   資産合計 117,314 100.0 129,700 100.0 128,048 100.0



 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

21,276 20,619 20,665

 ２ 短期借入金 2 25,819 26,848 29,370

 ３ 一年内償還予定 
   社債

1,200 200 250

 ４ 未払法人税等 1,355 746 1,732

 ５ 賞与引当金 1,027 1,267 1,199

 ６ その他 4,670 6,999 5,547

   流動負債合計 55,349 47.2 56,680 43.7 58,765 45.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 400 200 250

 ２ 長期借入金 2 9,335 16,735 15,133

 ３ 退職給付引当金 1,716 2,764 2,651

 ４ 役員退職慰労 
   引当金

149 157 202

 ５ 負ののれん 5 4,615 3,494 3,993

 ６ その他 2,553 1,758 1,869

   固定負債合計 18,770 16.0 25,110 19.4 24,100 18.8

   負債合計 74,119 63.2 81,791 63.1 82,865 64.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,240 2.8 3,240 2.5 3,240 2.5

 ２ 資本剰余金 12,237 10.4 12,237 9.4 12,237 9.6

 ３ 利益剰余金 18,638 15.9 22,318 17.2 20,189 15.7

 ４ 自己株式 △33 △0.0 △36 △0.0 △35 △0.0

株主資本合計 34,082 29.1 37,759 29.1 35,631 27.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

1,171 1.0 939 0.7 1,223 1.0

 ２ 為替換算調整 
   勘定

356 0.3 1,751 1.4 870 0.7

   評価・換算差額 
   等合計

1,528 1.3 2,690 2.1 2,094 1.7

Ⅲ 少数株主持分 7,584 6.4 7,458 5.7 7,456 5.8

   純資産合計 43,194 36.8 47,909 36.9 45,182 35.3

   負債純資産合計 117,314 100.0 129,700 100.0 128,048 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 76,696 100.0 80,944 100.0 151,542 100.0

Ⅱ 売上原価 67,413 87.9 71,825 88.7 133,719 88.2

   売上総利益 9,282 12.1 9,119 11.3 17,822 11.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

1.5 5,208 6.8 5,669 7.0 10,939 7.3

   営業利益 4,074 5.3 3,449 4.3 6,883 4.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 25 26 53

 ２ 受取配当金 36 48 88

 ３ 負ののれんの 
   償却額

512 499 998

 ４ 為替差益 ― 107 76

 ５ 保険返戻金 ― 265 ―

 ６ その他 124 699 1.0 97 1,045 1.3 146 1,363 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 618 851 1,190

 ２ 持分法による 
   投資損失

101 35 317

 ３ その他 2 722 1.0 13 900 1.2 59 1,568 1.0

   経常利益 4,051 5.3 3,595 4.4 6,679 4.4

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 2 25 15 29

 ２ 子会社清算益 ― 25 0.0 30 46 0.1 ― 29 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産廃却損 3 26 147 169

 ２ 固定資産売却損 4 2 1 11

 ３ たな卸資産 
   評価損

136 165 0.2 42 191 0.2 112 294 0.2

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

3,912 5.1 3,449 4.3 6,414 4.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,006 671 2,509

   法人税等調整額 △107 899 1.2 394 1,065 1.3 △866 1,642 1.1

   少数株主利益 
   (控除)

224 0.3 △52 △0.0 252 0.1

   中間(当期) 
   純利益

2,789 3.6 2,437 3.0 4,519 3.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 3,240 3,410 15,949 △31 22,569

中間連結会計期間中の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― 8,826 ― ― 8,826

 剰余金の配当      (注) ― ― △110 ― △110

 中間純利益 ― ― 2,789 ― 2,789

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― ― ― 0 0

 新規連結に伴う剰余金の増加 ― ― 10 ― 10

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 

           (百万円)
― 8,826 2,688 △2 11,512

平成18年９月30日残高 (百万円) 3,240 12,237 18,638 △33 34,082

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 1,015 104 1,119 282 23,971

中間連結会計期間中の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― ― ― ― 8,826

 剰余金の配当      (注) ― ― ― ― △110

 中間純利益 ― ― ― ― 2,789

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0

 新規連結に伴う剰余金の増加 ― ― ― ― 10

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

155 252 408 7,302 7,710

中間連結会計期間中の変動額合計 
           (百万円)

155 252 408 7,302 19,223

平成18年９月30日残高 (百万円) 1,171 356 1,528 7,584 43,194



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 (百万円) 3,240 12,237 20,189 △35 35,631

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当     ― ― △308 ― △308

 中間純利益 ― ― 2,437 ― 2,437

 自己株式の取得 ― ― ― △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 

           (百万円)
― ― 2,128 △0 2,128

平成19年９月30日残高 (百万円) 3,240 12,237 22,318 △36 37,759

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 (百万円) 1,223 870 2,094 7,456 45,182

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △308

 中間純利益 ― ― ― ― 2,437

 自己株式の取得 ― ― ― ― △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△283 880 596 1 598

中間連結会計期間中の変動額合計 
           (百万円)

△283 880 596 1 2,726

平成19年９月30日残高 (百万円) 939 1,751 2,690 7,458 47,909



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 3,240 3,410 15,949 △31 22,569

連結会計年度中の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― 8,826 ― ― 8,826

 剰余金の配当      (注) ― ― △110 ― △110

 剰余金の配当（中間配当額） ― ― △179 ― △179

 当期純利益 ― ― 4,519 ― 4,519

 自己株式の取得 ― ― ― △4 △4

 自己株式の処分 ― 0 ― 0 0

 新規連結に伴う剰余金の増加 ― ― 10 ― 10

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 

           (百万円)
― 8,826 4,239 △4 13,061

平成19年３月31日残高 (百万円) 3,240 12,237 20,189 △35 35,631

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 1,015 104 1,119 282 23,971

連結会計年度中の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― ― ― ― 8,826

 剰余金の配当      (注) ― ― ― ― △110

 剰余金の配当（中間配当額） ― ― ― ― △179

 当期純利益 ― ― ― ― 4,519

 自己株式の取得 ― ― ― ― △4

 自己株式の処分 ― ― ― ― 0

 新規連結に伴う剰余金の増加 ― ― ― ― 10

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

208 766 974 7,174 8,149

連結会計年度中の変動額合計 
           (百万円)

208 766 974 7,174 21,211

平成19年３月31日残高 (百万円) 1,223 870 2,094 7,456 45,182



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

3,912 3,449 6,414

   減価償却費 4,398 8,266 13,202

   負ののれんの償却額 △512 △499 △998

   賞与引当金の増加額 153 61 325

   役員賞与引当金の増加額 
   (△減少額）

△10 △40 29

   役員退職慰労引当金の 
   増加額(△減少額)

16 △44 69

   退職給付引当金の増加額 76 121 840

   受取利息及び受取配当金 △62 △75 △141

   支払利息 618 851 1,190

   持分法による投資損失 101 35 317

   固定資産廃却損 26 147 169

   売上債権の減少額 
   (△増加額)

△1,069 1,645 △2,738

   たな卸資産の減少額 
   (△増加額)

△1,539 3,727 △3,399

   仕入債務の増加額 
   (△減少額)

2,755 △1,431 1,793

   前受金の増加額 ― 1,916 ―

   その他 1,475 1,434 2,264

    小計 10,341 19,566 19,340

   利息及び配当金の受取額 47 74 141

   利息の支払額 △624 △852 △1,240

   法人税等の支払額 △669 △1,683 △1,875

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

9,094 17,105 16,367



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △70 △100 △105

   定期預金の払戻による収入 100 0 305

   有形固定資産の取得に 
   よる支出

△10,887 △12,915 △27,629

   有形固定資産の売却に 
   よる収入

61 190 137

   無形固定資産の取得に 
   よる支出

△35 △76 △147

   投資有価証券の取得に 
   よる支出

△18 △22 △43

   その他 84 342 31

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△10,767 △12,581 △27,452

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額 
   (△純減少額)

1,746 △3,348 6,722

   長期借入による収入 3,537 3,903 13,998

   長期借入金の返済による 
   支出

△2,807 △1,840 △9,797

   社債の償還による支出 △100 △100 △1,200

   自己株式の取得による支出 △3 △0 △4

   配当金の支払額 △107 △308 △290

   少数株主に対する配当金の 
   支払額

△181 ― △183

   合併交付金の支払額 △51 ― △51

   その他 1 ― 0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

2,035 △1,693 9,194

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△77 36 57

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増加額(△減少額)

285 2,865 △1,833

Ⅵ 合併に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

201 ― 201

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び 
  現金同等物の増加高

3,088 ― 3,088

Ⅷ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

632 2,089 632

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

4,208 4,955 2,089



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１  連結の範囲

に関する事

項

①連結子会社     ９社

 ケー・ティ・エイチ・パー

ツインダストリーズ・イン

コーポレーテッド (※１)

 カライダ・マニュファクチ

ャリング・インコーポレー

テッド            (※２)

 ケー・ティ・エイチ・リー

ズバーグ・プロダクツ・リ

ミテッド・ライアビリテ

ィ・カンパニー  (※２)

 ケー・ティ・エイチ・シェ

ルバーン・マニュファクチ

ャリング・インコーポレー

テド       (※２)

 広州愛機汽車配件有限公司 

         (※１)

 清遠愛機汽車配件有限公司 

         (※３)

 武漢愛機汽車配件有限公司 

         (※１)

 エイチワン・パーツ（タイ

ランド）カンパニー・リミ

テッド      (※４)

 エイチワン・インディア・

プライベート・リミテッド 

         (※５)

(※１)前連結会計年度におい

て持分法適用関連会社でし

たが、平成18年４月１日の

旧株式会社本郷との合併に

伴い、持分が増加したこと

により、当中間連結会計期

間より連結子会社となって

おります。

(※２)上記合併に伴い、当中

間連結会計期間より連結子

会社としております。

(※３)前連結会計年度におい

て持分法非適用関連会社で

したが、上記合併に伴い持

分が増加したこと及び重要

性が増したことにより、当

中間連結会計期間より連結

子会社となっております。

(※４)上記合併に伴い商号を

変更しております。

(※５)旧株式会社本郷の連結

子会社であり、上記合併に

伴い連結子会社となってお

ります。また、上記合併に

伴い商号を変更しておりま

す。

①連結子会社     ９社

 ケー・ティ・エイチ・パー

ツインダストリーズ・イン

コーポレーテッド

 カライダ・マニュファクチ

ャリング・インコーポレー

テッド

 ケー・ティ・エイチ・リー

ズバーグ・プロダクツ・リ

ミテッド・ライアビリテ

ィ・カンパニー

 ケー・ティ・エイチ・シェ

ルバーン・マニュファクチ

ャリング・インコーポレー

テド

 広州愛機汽車配件有限公司

 清遠愛機汽車配件有限公司

 武漢愛機汽車配件有限公司

 エイチワン・パーツ（タイ

ランド）カンパニー・リミ

テッド

 エイチワン・インディア・

プライベート・リミテッド

①連結子会社     ９社

 ケー・ティ・エイチ・パー

ツインダストリーズ・イン

コーポレーテッド (※１)

 カライダ・マニュファクチ

ャリング・インコーポレー

テッド            (※２)

 ケー・ティ・エイチ・リー

ズバーグ・プロダクツ・リ

ミテッド・ライアビリテ

ィ・カンパニー  (※２)

 ケー・ティ・エイチ・シェ

ルバーン・マニュファクチ

ャリング・インコーポレー

テド       (※２)

 広州愛機汽車配件有限公司 

         (※１)

 清遠愛機汽車配件有限公司 

         (※３)

 武漢愛機汽車配件有限公司 

         (※１)

 エイチワン・パーツ（タイ

ランド）カンパニー・リミ

テッド      (※４)

 エイチワン・インディア・

プライベート・リミテッド 

         (※５)

平成18年４月1日の旧株式会

社本郷との合併に伴い、

(※１)前連結会計年度におい

て持分法適用関連会社でし

たが、持分が増加したこと

により子会社となったた

め、当連結会計年度より連

結の範囲に含めておりま

す。

(※２)当連結会計年度より子

会社となったため連結の範

囲に含めております。

(※３)前連結会計年度におい

て持分法非適用関連会社で

したが、持分が増加し子会

社となったこと及び重要性

が増したことにより、当連

結会計年度より連結の範囲

に含めております。

(※４)商号をヒラタ・パーツ

（タイランド）カンパニ

ー・リミテッドから変更し

ております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(※５)旧株式会社本郷の連結

子会社でしたが、当社の子

会社となったため連結の範

囲に含めております。ま

た、ホンゴウ・インディ

ア・プライベート・リミテ

ッドから商号を変更してお

ります。

②非連結子会社

 ホンゴウ・アメリカ・コー

ポレーション

連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社１社は、総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、いずれも

中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないため、連

結の範囲から除外しており

ます。

②非連結子会社

――――

  なお、前連結会計年度末

において非連結子会社であ

ったホンゴウ・アメリカ・

コーポレーションは、当中

間連結会計期間中に清算が

完了しました。

②非連結子会社

 ホンゴウ・アメリカ・コー

ポレーション

連結の範囲から除いた理由

  非連結子会社１社は、総

資産、売上高、連結純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、いずれも

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、連結の

範囲から除外しておりま

す。

２ 持分法の適

用に関する

事項

① 持分法適用関連会社 １社

 ユー ワイ ティ リミテッ

ド

  ケー・ティ・エイチ・パ

ーツインダストリーズ・イ

ンコーポレーテッド、広州

愛機汽車配件有限公司及び

武漢愛機汽車配件有限公司

は前連結会計年度において

持分法適用関連会社であり

ましたが、平成18年４月１

日の旧株式会社本郷との合

併に伴い、持分が増加した

ことにより、当中間連結会

計期間より連結子会社とな

っております。

① 持分法適用関連会社 １社

 ユー ワイ ティ リミテッ

ド

  

① 持分法適用関連会社 １社

 ユー ワイ ティ リミテッ

ド

  なお、ケー・ティ・エイ

チ・パーツインダストリー

ズ・インコーポレーテッ

ド、広州愛機汽車配件有限

公司及び武漢愛機汽車配件

有限公司は前連結会計年度

において持分法適用関連会

社でありましたが、平成18

年４月１日の旧株式会社本

郷との合併に伴い、持分が

増加したことにより、当連

結会計年度より連結子会社

となっております。

② 持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社

 非連結子会社

 ホンゴウ・アメリカ・コー

ポレーション

 関連会社

 ヒラタ ヤチヨ リーシン

グ リミテッド

 シー・エヌ・シー・ディー

テックス・カンパニー・リ

ミテッド

② 持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社

 非連結子会社

 ――――

 関連会社

 ヒラタ ヤチヨ リーシン

グ リミテッド

 シー・エヌ・シー・ディー

テックス・カンパニー・リ

ミテッド

② 持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社

 非連結子会社

 ホンゴウ・アメリカ・コー

ポレーション

 関連会社

 ヒラタ ヤチヨ リーシン

グ リミテッド

 シー・エヌ・シー・ディー

テックス・カンパニー・リ

ミテッド



     

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  清遠愛機汽車配件有限公

司は、前連結会計年度にお

いて持分法非適用関連会社

でありましたが、上記合併

に伴い持分が増加したこと

及び重要性が増したことに

より、当中間連結会計期間

より連結子会社となってお

ります。

  なお、前連結会計年度末

において非連結子会社であ

ったホンゴウ・アメリカ・

コーポレーションは、当中

間連結会計期間中に清算が

完了しました。

  なお、清遠愛機汽車配件

有限公司は、前連結会計年

度において持分法非適用関

連会社でありましたが、上

記合併に伴い持分が増加し

たこと及び重要性が増した

ことにより、当連結会計年

度より連結子会社となって

おります。

 持分法を適用しない理由

  非連結子会社１社及び関

連会社２社は、それぞれ中

間純利益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、

中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないため、持

分法の範囲から除外してお

ります。

 持分法を適用しない理由

  関連会社２社は、それぞ

れ中間純利益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみ

て、中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないた

め、持分法の範囲から除外

しております。

 持分法を適用しない理由

  非連結子会社１社及び関

連会社２社は、それぞれ連

結純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見

合う額)等は、それぞれ連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないため、持分法の

範囲から除外しておりま

す。

③ 持分法適用会社のうち、

中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社について

は、各社の中間会計期間に

係る中間財務諸表を使用し

ております。

③    同左 ③ 持分法適用会社のうち、

決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の

会計期間に係る財務諸表を

使用しております。

④    ―――― ④ のれん相当額は、20年間

で均等償却を行っておりま

す。

④    同左

３ 連結子会社

の中間決算

日(決算日)

等に関する

事項

 連結子会社のうち、エイチ

ワン・パーツ（タイランド）

カンパニー・リミテッド、広

州愛機汽車配件有限公司、清

遠愛機汽車配件有限公司及び

武漢愛機汽車配件有限公司の

中間決算日は６月30日であり

ます。 

 中間連結財務諸表の作成に

当たっては、同中間決算日現

在の中間財務諸表を使用して

おります。  

 ただし、中間連結決算日と

上記中間決算日(６月30日)と

の間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整

を行っております。

     同左  連結子会社のうち、エイチ

ワン・パーツ（タイランド）

カンパニー・リミテッド、広

州愛機汽車配件有限公司、清

遠愛機汽車配件有限公司及び

武漢愛機汽車配件有限公司の

決算日は12月31日でありま

す。  

 連結財務諸表の作成に当た

っては、同決算日現在の財務

諸表を使用しております。  

 ただし、連結決算日と上記

決算日(12月31日)との間に発

生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っ

ております。  

 

４ 会計処理基

準に関する

事項

(1) 重要な資産

の評価基準

び評価方法

① 有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

① 有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

     同左

  

① 有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)



 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの
同左

 時価のないもの
同左

② デリバティブ

  時価法

② デリバティブ
同左

② デリバティブ
同左

③ たな卸資産

  製品、仕掛品及び原材料

については、主として総平

均法による原価法、貯蔵品

については、最終仕入原価

法による原価法によってお

ります。

③ たな卸資産
同左

③ たな卸資産
同左

(2) 重要な減価

償却資産の

減価償却の

方法

① 有形固定資産 

 親会社は、建物、工具・

器具及び備品は定額法、構

築物、機械及び装置、車両

運搬具は定率法を採用して

おります。 

 また、在外連結子会社

は、主として定額法を採用

しております。 

(会計方針の変更) 

 従来、親会社は、「平成

10年３月31日以前に取得し

た建物」「建物附属設備」

「金型を除く工具・器具及

び備品」については定率法

を採用しておりましたが、

当中間連結会計期間より定

額法に変更しております。 

 この変更は、平成18年４

月１日の旧株式会社本郷と

の合併を契機に償却方法を

統一する必要が生じたこと

に加え、事務の効率化及び

決算早期化を図るためであ

ります。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に

比べ、建物の減価償却費が

36百万円、工具・器具及び

備品の減価償却費が20百万

円それぞれ減少し、売上総

利益、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利

益はそれぞれ57百万円多く

計上されております。 

 なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載しておりま

す。

① 有形固定資産 

  親会社は、建物、工具・

器具及び備品は定額法、構

築物、機械及び装置、車両

運搬具は定率法を採用して

おります。  

 また、在外連結子会社

は、主として定額法を採用

しております。 

（会計方針の変更）

  親会社は、法人税法の改

正((所得税法等の一部を改

正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号)及び(法

人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30

日 政令第83号))に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取

得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の

方法によった場合に比べ、

営業利益、経常利益、税金

等調整前中間純利益がそれ

ぞれ32百万円少なく計上さ

れております。  

 なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載しておりま

す。  

（追加情報）

  親会社は当中間連結会計

期間より、平成19年３月31

日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法

によっております。 

 これにより、営業利益、

経常利益、税金等調整前中

間純利益はそれぞれ239百

万円少なく計上されており

ます。

① 有形固定資産

  親会社は、建物、工具・

器具及び備品は定額法、構

築物、機械及び装置、車両

運搬具は定率法を採用して

おります。  

 また、在外連結子会社

は、主として定額法を採用

しております。 

 (会計方針の変更)  

 従来、親会社は、「平成

10年３月31日以前に取得し

た建物」「建物附属設備」

「金型を除く工具・器具及

び備品」については定率法

を採用しておりましたが、

当連結会計年度より定額法

に変更しております。  

 この変更は、平成18年４

月１日の旧株式会社本郷と

の合併を契機に償却方法を

統一する必要が生じたこと

に加え、事務の効率化及び

決算早期化を図るためであ

ります。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に

比べ、建物の減価償却費が

53百万円、工具・器具及び

備品の減価償却費が75百万

円それぞれ減少し、売上総

利益、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ128百万円多

く計上されております。 

 なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載しておりま

す。 



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載しておりま

す。

② 無形固定資産

  定額法を採用しておりま

す。

  なお、ソフトウェア(自

社利用)については、社内

における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採

用しております。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当

金の計上基

準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

  親会社は、従業員に対し

て支給する賞与に充てるた

め、当連結会計年度の賞与

支払予定額のうち当中間連

結会計期間に属する支給対

象期間に見合う金額を計上

しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

  親会社は、従業員に対し

て支給する賞与に充てるた

め、翌連結会計年度支払予

定額のうち当連結会計年度

に属する支給対象期間に見

合う金額を計上しておりま

す。

③ 退職給付引当金

  親会社及び一部の連結子

会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。

③ 退職給付引当金

  親会社及び一部の連結子

会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。

③ 退職給付引当金

  親会社及び一部の連結子

会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

  旧株式会社ヒラタにかか

る会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しております。

  数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数（旧株式会社ヒラ

タ17年、旧株式会社本郷３

年）による按分額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しております。

  旧株式会社ヒラタにかか

る会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しております。

  数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。

  旧株式会社ヒラタにかか

る会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しております。

  数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④ 役員退職慰労引当金

  親会社は、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、

内規に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上して

おります。

④ 役員退職慰労引当金

同左

④ 役員退職慰労引当金

  親会社は、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、

内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上してお

ります。

(4) 重要なリー

ス取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

(5) 重要なヘッ

ジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処

理を採用しております。 

 また、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権債務

等については、振当処理を

行っております。

① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処

理を採用しております。

① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処

理を採用しております。 

 また、為替予約が付され

ている外貨建金銭債権債務

等については、振当処理を

行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

    …金利スワップ 

   為替予約

    ヘッジ対象 

    …借入金の利息 

  外貨建金銭債権債務等

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

    …金利スワップ

  

    ヘッジ対象 

    …借入金の利息

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

    …金利スワップ 

   為替予約

  ヘッジ対象

    …借入金の利息 

  外貨建金銭債権債務等

③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、金利ス

ワ ッ プ を 行 っ て お り ま

す。  

 また、外貨建取引の為替

相場の変動リスクを回避す

る目的で為替予約を行って

おります。

③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、金利ス

ワップを行っております。

  

③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、金利ス

ワ ッ プ を 行 っ て お り ま

す。  

 また、外貨建取引の為替

相場の変動リスクを回避す

る目的で為替予約を行って

おります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の評

価を省略しております。

  為替予約に関しては、外

貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ

振当てているため、その後

の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されて

いるので、中間決算日にお

ける有効性の評価を省略し

ております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の評

価を省略しております。

 

④ ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の評

価を省略しております。

  為替予約に関しては、外

貨建による同一金額で同一

期日の為替予約をそれぞれ

振当てているため、その後

の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されて

いるので、決算日における

有効性の評価を省略してお

ります。



 
  

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) その他中間

連結財務諸

表(連結財務

諸表)作成の

ための基本

となる重要

な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キ

ャ ッ シ ュ・

フロー計算

書(連結キャ

ッ シ ュ・フ

ロー計算書)

における資

金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における「現金及び

現金同等物」は、手許現金、

随時引出し可能な預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日

が到来する定期性預金からな

っております。

同左  連結キャッシュ・フロー計

算書における「現金及び現金

同等物」は、手許現金、随時

引出し可能な預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日が到

来する定期性預金からなって

おります。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は35,610百万円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

 当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は37,725百万円であ

ります。  

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第７号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。

―――――― (企業結合に係る会計基準等)

 当連結会計年度より「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会 

平成17年12月27日 企業会計基準適用

指針第10号）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準委員会 最

終改正 平成18年12月22日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。



次へ 

表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結損益計算書関係）

 従来、中間連結損益計算書において、販売費及び一般

管理費は主要な費用項目を区分掲記しておりましたが、

当中間連結会計期間より一括して掲記し、その主要な費

用項目及び金額を注記することにいたしました。

 なお、当中間連結会計期間期において販売費及び一般

管理費を従来と同じ表示方法によった場合は、次のとお

りであります。

発送費 1,490百万円

従業員給与手当 1,277

賞与引当金繰入額 88

役員退職慰労 

引当金繰入額
40

研究開発費 343

その他 1,968

――――――

 

―――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 営業活動によるキャッシュ・フローの「前受金の増加

額」は、前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示

しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記

しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「前受金の増加額」は、1,637百万円であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

１ 有形固定資産の減価償却累計額

139,218百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

153,254百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

146,872百万円

 

２ 資産につき設定している担保権

の明細

 ① 担保に供している資産

現金及び預金 167百万円

受取手形 
及び売掛金

331

たな卸資産 336

建物及び構築物 2,091

機械装置 
及び運搬具

1,608

工具・器具 
及び備品

46

土地 1,942

建設仮勘定 9

その他 204

合計 6,738

   上記には、工場財団抵当に供

している資産(建物及び構築

物、機械及び装置、土地、その

他)4,028百万円を含んでおりま

す。

 

２ 資産につき設定している担保権

の明細

 ① 担保に供している資産

現金及び預金 269百万円

受取手形
及び売掛金

354

たな卸資産 327

建物及び構築物 2,416

機械装置
及び運搬具

1,489

工具・器具
及び備品

70

土地 1,946

建設仮勘定 97

その他 155

合計 7,125

   上記には、工場財団抵当に供

している資産(建物及び構築

物、機械及び装置、土地、その

他)4,013百万円を含んでおりま

す。

 

２ 資産につき設定している担保権

の明細

 ① 担保に供している資産

現金及び預金 36百万円

受取手形
及び売掛金

331

たな卸資産 413

建物及び構築物 2,179

機械装置
及び運搬具

1,518

工具・器具
及び備品

46

土地 1,941

建設仮勘定 121

その他 171

合計 6,760

   上記には、工場財団抵当に供

している資産(建物及び構築

物、機械及び装置、土地、その

他)4,121百万円を含んでおりま

す。

 

 ② 担保資産に対応する債務

短期借入金 1,827百万円

長期借入金 2,564

合計 4,391

   上記のうち、工場財団抵当に

対応する債務

 

 ② 担保資産に対応する債務

短期借入金 1,748百万円

長期借入金 3,453

合計 5,202

   上記のうち、工場財団抵当に

対応する債務

 

 ② 担保資産に対応する債務

短期借入金 1,552百万円

長期借入金 3,373

合計 4,926

   上記のうち、工場財団抵当に

対応する債務

短期借入金 1,684百万円

長期借入金 1,964

合計 3,630

短期借入金 1,379百万円

長期借入金 2,877

合計 4,256

短期借入金 1,233百万円

長期借入金 2,715

合計 3,949

３ 偶発債務

  下記関係会社の金融機関から

の借入れに対し、債務保証を行

っております。

  ヒラタ ヤチヨ リーシング リ

ミテッド

1,437百万円

３ 偶発債務

  以下の関係会社の金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っ

ております。

  ヒラタ ヤチヨ リーシング リ

ミテッド

1,434百万円

３ 偶発債務

  以下の関係会社の金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っ

ております。   

  ヒラタ ヤチヨ リーシング リ

ミテッド

1,448百万円

４ 受取手形割引高   278百万円 ４     ―――― ４     ――――

５ のれん及び負ののれんの表示

  のれん及び負ののれんは、相

殺表示しております。相殺前の

金額は次のとおりであります。

のれん(資産) 165百万円

負ののれん 
   (負債)

4,780

差引 (負債) 4,615

５ のれん及び負ののれんの表示

  のれん及び負ののれんは、相

殺表示しております。相殺前の

金額は次のとおりであります。

のれん(資産) 128百万円

負ののれん
   (負債)

3,623

差引 (負債) 3,494

５ のれん及び負ののれんの表示

  のれん及び負ののれんは、相

殺表示しております。相殺前の

金額は次のとおりであります。

のれん(資産) 146百万円

負ののれん
   (負債)

4,140

差引 (負債) 3,993



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

６ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理し

ております。 

 なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が、中間連結会計期間末残高か

ら除かれております。

受取手形 ６百万円

６ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理し

ております。 

 なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が、中間連結会計期間末残高か

ら除かれております。

受取手形 12百万円

６ 連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。 

 なお、当連結会計年度末日が金

融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が、連

結会計年度末残高から除かれてお

ります。

受取手形 63百万円



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

発送費 1,490百万円

従業員給与手当 1,277

賞与引当金繰入額 88

退職給付費用 32

役員退職慰労引当
金繰入額

40

研究開発費 343
 

１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

発送費 1,665百万円

従業員給与手当 1,286

賞与引当金繰入額 186

退職給付費用 30

役員退職慰労引当
金繰入額

25

研究開発費 327

１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

発送費 3,237百万円

従業員給与手当 2,439

賞与引当金繰入額 140

役員賞与引当金繰
入額

40

退職給付費用 56

役員退職慰労引当
金繰入額

93

２ 固定資産売却益の内訳

工具・器具及び備品 25百万円

２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 15百万円

２ 固定資産売却益の内訳

工具・器具及び備品 29百万円

３ 固定資産廃却損の内訳

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 18

工具・器具及び備品 7

合計 26

３ 固定資産廃却損の内訳

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 65

工具・器具及び備品 80

合計 147

３ 固定資産廃却損の内訳

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 89

工具・器具及び備品 74

合計 169

４ 固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

工具・器具及び備品 1

合計 2

４ 固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

工具・器具及び備品 1

合計 1

４ 固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 8百万円

工具・器具及び備品 2

合計 11

５ 研究開発費の総額

343百万円

５ 研究開発費の総額

327百万円

５ 研究開発費の総額

650百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 合併に伴う新株の発行    9,896,910株 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 合併に伴う取得            1,455株 

 単元未満株式の買取りによる増加    1,976株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少     140株 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 15,853,920 9,896,910 ― 25,750,830

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 53,295 3,431 140 56,586

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 110 7.0 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月31日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 179 7.0 平成18年９月30日 平成18年12月４日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 25,750,830 ― ― 25,750,830



２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     370株 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
(注) １株当たり配当額には、記念配当５円が含まれております。 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

合併に伴う新株の発行  9,896,910株 

  

  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 合併に伴う取得          1,455株 

 単元未満株式の買取りによる増加   2,768株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少    140株 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 57,378 370 ― 57,748

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 308 12.0 平成19年３月31日 平成19年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月31日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 192 7.5 平成19年９月30日 平成19年12月３日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 15,853,920 9,896,910 ― 25,750,830

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 53,295 4,223 140 57,378



３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
(注) １株当たり配当額には、記念配当５円が含まれております。 

  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 110 7.0 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年10月31日 
取締役会

普通株式 179 7.0 平成18年９月30日 平成18年12月４日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 308 12.0 平成19年３月31日 平成19年６月27日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 4,613百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金
△405

現金及び現金同等物 4,208

１  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 5,160百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金
△205

現金及び現金同等物 4,955

１  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 2,195百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金
△105

現金及び現金同等物 2,089

２     ―――― ２     ――――

 

 

 

 

２ 重要な非資金取引の内容

① 当連結会計年度に合併した株式会

社本郷から引継いだ資産及び負債

の主な内訳は次のとおりでありま

す。

流動資産 7,834百万円

固定資産 17,781

資産合計 25,616

流動負債 10,648百万円

固定負債 4,903

負債合計 15,551

② 合併により増加した子会社を新た

に連結したことに伴う、連結開始

時の資産及び負債の主な内訳は次

のとおりであります。

流動資産 19,314百万円

固定資産 33,439

資産合計 52,754

流動負債 24,638百万円

固定負債 3,550

負債合計 28,189



前へ   次へ 

  



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具・
器具及
び備品

558 312 245

その他 93 68 25

合計 651 380 270

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装
置

89 77 11

工具・
器具及
び備品

268 138 129

ソフト
ウェア

76 44 31

その他 15 5 9

合計 449 266 182

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置

89 71 18

工具・
器具及
び備品

355 203 151

ソフト
ウェア

105 64 40

その他 15 4 11

合計 565 344 221

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 110百万円

１年超 163

合計 274

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 77百万円

１年超 108

合計 186
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 89百万円

１年超 135

合計 225

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 81

支払利息相当額 2

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 53百万円

減価償却費相当額 50

支払利息相当額 1
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 152百万円

減価償却費相当額 145

支払利息相当額 4

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

  リース資産に配分された減損損

失はありません。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

   
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

   
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

   
２ 時価のない主な有価証券の内容 

 
  

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 3,322 5,279 1,956

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 3,322 5,279 1,956

中間連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 0

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 3,370 4,940 1,570

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 3,370 4,940 1,570

中間連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 0

取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(1) 株式 3,347 5,391 2,044

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 3,347 5,391 2,044

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 0



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 
  

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。

  

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 
  

該当事項はありません。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間

（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平

成19年３月31日） 
  

自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

    北米・・・アメリカ、カナダ    アジア・・・中国、タイ、インド 

 ３．会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、従来、親会社は、「平成10年３

月31日以前に取得した建物」「建物附属設備」「金型を除く工具・器具及び備品」については定率法を採用し

ておりましたが、当中間連結会計期間より定額法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、日本における建物の減価償却費が36百万円、工具・器具

及び備品の減価償却費が20百万円それぞれ減少したため、営業費用が57百万円少なく、営業利益が同額多く計

上されております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

    北米・・・アメリカ、カナダ    アジア・・・中国、タイ、インド 

日本
（百万円）

北米
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

29,138 35,223 12,334 76,696 ― 76,696

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

3,688 ― 63 3,751 (3,751) ―

計 32,826 35,223 12,398 80,448 (3,751) 76,696

営業費用 31,387 34,628 10,618 76,634 (4,012) 72,622

営業利益 1,439 594 1,779 3,812 260 4,074

日本
（百万円）

北米
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

28,718 36,257 15,968 80,944 ― 80,944

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,370 ― 13 6,383 (6,383) ―

計 35,088 36,257 15,981 87,328 (6,383) 80,944

営業費用 33,688 36,221 13,877 83,786 (6,291) 77,494

営業利益 1,399 36 2,104 3,541 (91) 3,449



 ３．会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、親会社は、法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83号))に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、日本における営業費用が32百万円多く、営業利益が同額

少なく計上されております。 

 (追加情報) 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、親会社は当中間連結会計期間よ

り平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均

等償却する方法によっております。 

 これにより、日本における営業費用が239百万円多く、営業利益が同額少なく計上されております。 

  

前連結会計年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する国又は地域 

北米……アメリカ、カナダ   アジア……中国、タイ、インド 

３ 会計方針の変更 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、従来、親会社は、「平成10年３月

31日以前に取得した建物」「建物附属設備」「金型を除く工具・器具及び備品」については定率法を採用し

ておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。 

   この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、日本における建物の減価償却費が53百万円、工具・器

具及び備品の減価償却費が75百万円それぞれ減少したため、営業費用が128百万円少なく、営業利益が同額

多く計上されております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 （１）北米・・・・アメリカ、カナダ 

 （２）アジア・・・中国、タイ、インド 

 （３）欧州・・・・イギリス 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

日本
(百万円)

北米 
（百万円）

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

60,264 65,597 25,679 151,542 ― 151,542

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

13,240 0 129 13,369 (13,369) ―

計 73,505 65,597 25,808 164,911 (13,369) 151,542

営業費用 69,233 64,833 22,944 157,012 (12,353) 144,658

営業利益 4,271 764 2,863 7,899 (1,016) 6,883

北米 アジア 欧州 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 34,025 13,953 636 48,615

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 76,696

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合(％)

44.3 18.2 0.8 63.3



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 （１）北米・・・・アメリカ、カナダ 

 （２）アジア・・・中国、タイ、インド 

 （３）欧州・・・・イギリス 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
  

  

前連結会計年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 （１）北米・・・・アメリカ、カナダ 

 （２）アジア・・・中国、タイ、インド 

 （３）欧州・・・・イギリス 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

北米 アジア 欧州 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 36,258 17,397 396 54,051

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 80,944

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合(％)

44.8 21.5 0.5 66.8

北米 アジア 欧州 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 63,408 26,722 1,847 91,978

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 151,542

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合(％)

41.8 17.6 1.2 60.6



(企業結合等関係) 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式及

び結合後企業の名称 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

株式会社本郷    自動車部品関連事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

自動車業界の国内外での競争激化を背景に、自動車部品業界においては、グローバル化対応のリソ

ースの確保や研究開発力の強化など事業基盤の整備が急務となってきております。このような経営環

境の中、生産・開発・管理の効率と質を飛躍的に向上させ、企業競争力の強化を図り、スピードある

経営判断と、製品競争力を更に高めるためであります。 

(3) 企業結合日      平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式  合併 

(5) 結合後企業の名称   株式会社エイチワン 

  

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成18年９月30日まで 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

被取得企業の普通株式１株につき、当社の普通株式1.455株の割合で割当交付いたしました。 

(2) 交換比率の算定方法 

デュー・ディリジェンスの結果を踏まえ、財務アドバイザーが市場株価平均法、ディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法、修正純資産価額法により適正評価分析を行い、当該評価結果を参考に決

定いたしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

交付株式数 9,896,910株  交付株式の評価額 8,826百万円 

  

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 負ののれんの金額  1,182百万円 

(2) 発生原因 

被取得企業の取得原価と、企業結合日における被取得企業の時価評価された純資産額に差額が生じ

たためであります。 

(3) 償却の方法及び償却期間    ５年間の均等償却 

  

なお、上記の負ののれんの他に、合併に伴う連結範囲の変更により、のれんが183百万円、負のの

れんが4,128百万円それぞれ発生しており、ともに５年間の均等償却を行っております。 

  

取得の対価

 株式会社エイチワンの株式 8,826百万円

取得に直接要した支出

 デュー・ディリジェンス費用 54

     取得原価 8,881



６．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

 
(2) 負債の額 

 
  

  

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式及

び結合後企業の名称 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容  

株式会社本郷    自動車部品関連事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

自動車業界の国内外での競争激化を背景に、自動車部品業界においては、グローバル化対応のリソ

ースの確保や研究開発力の強化など事業基盤の整備が急務となってきております。このような経営環

境の中、生産・開発・管理の効率と質を飛躍的に向上させ、企業競争力の強化を図り、スピードある

経営判断と、製品競争力を更に高めるためであります。 

(3) 企業結合日      平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式  合併 

(5) 結合後企業の名称   株式会社エイチワン 

  

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成19年３月31日まで 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

 流動資産 7,834百万円

 固定資産 17,781

     合計 25,616

 流動負債 10,648百万円

 固定負債 4,903

     合計 15,551

取得の対価

 株式会社エイチワンの株式 8,826百万円

取得に直接要した支出

 デュー・ディリジェンス費用 54

     取得原価 8,881



４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

被取得企業の普通株式１株につき、当社の普通株式1.455株の割合で割当交付いたしました。 

(2) 交換比率の算定方法 

デュー・ディリジェンスの結果を踏まえ、財務アドバイザーが市場株価平均法、ディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法、修正純資産価額法により適正評価分析を行い、当該評価結果を参考に決

定いたしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

交付株式数 9,896,910株  交付株式の評価額 8,826百万円 

  

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 負ののれんの金額  1,182百万円 

(2) 発生原因 

被取得企業の取得原価と、企業結合日における被取得企業の時価評価された純資産額に差額が生じ

たためであります。 

(3) 償却の方法及び償却期間    ５年間の均等償却 

  

なお、上記の負ののれんの他に、合併に伴う連結範囲の変更により、のれんが183百万円、負のの

れんが3,992百万円それぞれ発生しており、ともに５年間の均等償却を行っております。 

  

６．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

 
(2) 負債の額 

 
  

 流動資産 7,834百万円

 固定資産 17,781

     合計 25,616

 流動負債 10,648百万円

 固定負債 4,903

     合計 15,551



(１株当たり情報) 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,385円92銭 １株当たり純資産額 1,574円38銭 １株当たり純資産額 1,468円31銭

１株当たり中間純利益 108円54銭 １株当たり中間純利益 94円86銭 １株当たり当期純利益 175円90銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表(連結貸借対照
表)の純資産の部の合計額(百万円）

43,194 47,909 45,182

普通株式に係る純資産額（百万円） 35,610 40,450 37,725

差額の主な内訳    （百万円）

 少数株主持分 7,584 7,458 7,456

普通株式の発行済株式数（千株） 25,750 25,750 25,750

普通株式の自己株式数 （千株） 56 57 57

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数    （千株）

25,694 25,693 25,693

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益    (百万円) 2,789 2,437 4,519

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
            (百万円)

2,789 2,437 4,519

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,694 25,693 25,694



(重要な後発事象) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――

 

 平成19年９月27日開催の当社取締役会において、2012年10月

16日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の発行を決議し、

平成19年10月16日に払込みが完了いたしました。

１ 社債の名称：株式会社エイチワン2012年10月16日満期円貨

建転換社債型新株予約権付社債

２ 発行価額：本社債額面金額の100％(各本社債額面金額500万

円)

３ 発行価格(募集価格)：本社債額面金額の102.5％

４ 発行価額の総額：5,000百万円

５ 利率：本社債に利息は付さない

６ 償還期限：2012年10月16日

７ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

 ① 種類：当社普通株式

 ② 数：新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新た

に発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を移

転する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下

記９②ないし④記載の転換価額で除した数とする。但し、

本新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行

使の結果単元未満株式が発生する場合、当社は会社法に定

める単元未満株主の買取請求権が行使されたものとして現

金により精算する。

８ 新株予約権の総数：1,000個

９ 新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額：

① 本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するも

のとし、当該本社債の価額は、当該本社債の額面金額と同

額とする。

② 転換価額は、当初1,657円とする。

③ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社

普通株式の時価を下回る払込金額で新たに当社普通株式を

発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に

は、次の算式により調整される。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数(但

し、当社の保有する自己株式数を除く。)をいう。

既発行
株式数

＋

新発行又は 
処分株式数

×
1株当たりの
払込金額

調整後 
転換価格

＝
調整前 

転換価格
×

時価

既発行株式数+発行又は処分株式数

 また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普

通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたもの

を含む。)の発行その他本新株予約権付社債の要項に定め

る一定の場合にも適宜調整される。

―――――



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ④ 2009年10月２日(日本時間、以下「決定日」という。)ま

で(同日を含む。)の20連続取引日のジャスダック証券取引

所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値(但

し、１円未満の端数は切り上げる。)が、当該決定日にお

いて有効な転換価額を１円以上下回る場合、転換価額は、

2009年10月16日(日本時間、以下「効力発生日」という。)

以降、上記の方法で算出された額(終値の平均値)に修正さ

れる(但し、決定日(同日を含まない。)から効力発生日(同

日を含む。)までの期間に上記③に従ってなされた調整に

従う。)。但し、算出の結果、決定日に有効な転換価額の

80％未満となる場合、転換価額は決定日に有効な転換価額

の80％に当たる金額(但し、１円未満の端数は切り上げ

る。)とする。

10 新株予約権の行使期間：2007年10月30日から2012年10月２

日の銀行営業終了時(ルクセンブルク時間）

11 募集方法：Mizuho International plc, London, Zurich 

Branchの総額買取引受によるスイス連邦を中心とする海外

市場(アメリカ合衆国を除く)における募集。

12 手取金の使途：高効率な生産ラインの構築と、それに伴う

生産能力と生産性の拡充を図るため、妻沼(熊谷拠点)の工

場建設資金及び北米連結子会社への増資を通じた北米での

設備投資資金に充当する予定。

13 払込期日及び発行日：2007年10月16日

―――――



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 893 759 781

 ２ 受取手形 6 66 169 214

 ３ 売掛金 12,598 12,868 13,713

 ４ たな卸資産 5,461 3,064 3,783

 ５ その他 1,316 1,294 1,340

   流動資産合計 20,336 29.4 18,157 26.7 19,832 28.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 1.2

  (1) 建物 5,098 5,163 5,246

  (2) 機械及び装置 8,246 8,247 7,567

  (3) 工具・器具 
    及び備品

10,135 9,091 9,295

  (4) 土地 4,089 4,097 4,096

  (5) 建設仮勘定 2,678 5,394 5,630

  (6) その他 354 367 373

   有形固定資産 
   合計

30,603 32,361 32,208

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 55 79 68

  (2) 施設利用権 1 1 2

  (3) その他 21 21 21

   無形固定資産 
   合計

78 102 92

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 13,516 13,105 13,628

  (2) 出資金 3,760 3,760 3,760

  (3) その他 845 456 816

    貸倒引当金 △4 △4 △4

   投資その他の 
   資産合計

18,117 17,317 18,201

   固定資産合計 48,800 70.6 49,781 73.3 50,502 71.8

   資産合計 69,136 100.0 67,938 100.0 70,335 100.0



 
  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 2,625 2,211 2,389

 ２ 買掛金 8,215 6,532 7,729

 ３ 短期借入金 8,800 7,100 6,900

 ４ １年内償還予定 
   社債

1,200 200 250

 ５ １年内返済予定 
   長期借入金

2 2,589 3,587 3,249

 ６ 未払金 1,341 2,142 2,336

 ７ 未払法人税等 704 443 1,146

 ８ 賞与引当金 1,027 1,122 1,199

 ９ 設備支払手形 ― 486 889

 10 その他 5 2,328 930 1,194

   流動負債合計 28,831 41.7 24,757 36.4 27,285 38.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 400 200 250

 ２ 長期借入金 2 6,317 7,667 7,662

 ３ 長期未払金 357 382 346

 ４ 繰延税金負債 672 600 727

 ５ 退職給付引当金 1,615 1,708 1,663

 ６ 役員退職慰労 
   引当金

149 157 202

 ７ 負ののれん 1,064 828 946

   固定負債合計 10,577 15.3 11,544 17.0 11,798 16.8

   負債合計 39,409 57.0 36,302 53.4 39,083 55.6



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,240 4.7 3,240 4.7 3,240 4.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 12,237 12,237 12,237

  (2) その他資本 
    剰余金

― 0 0

   資本剰余金合計 12,237 17.7 12,237 18.0 12,237 17.4

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 261 261 261

  (2) その他利益 
    剰余金

    配当準備 
    積立金

998 1,098 998

    別途積立金 10,321 12,421 10,321

    繰越利益 
    剰余金

1,531 1,475 3,005

   利益剰余金合計 13,112 19.0 15,255 22.5 14,585 20.7

 ４ 自己株式 △33 △0.1 △36 △0.0 △35 △0.0

   株主資本合計 28,556 41.3 30,697 45.2 30,027 42.7

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

1,171 1.7 939 1.4 1,223 1.7

   評価・換算差額 
   等合計

1,171 1.7 939 1.4 1,223 1.7

   純資産合計 29,727 43.0 31,636 46.6 31,251 44.4

   負債純資産合計 69,136 100.0 67,938 100.0 70,335 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 32,826 100.0 35,088 100.0 73,505 100.0

Ⅱ 売上原価 28,373 86.4 30,531 87.0 63,113 85.9

   売上総利益 4,452 13.6 4,557 13.0 10,391 14.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

3,013 9.2 3,157 9.0 6,156 8.4

   営業利益 1,439 4.4 1,399 4.0 4,234 5.7

Ⅳ 営業外収益 1 492 1.5 469 1.3 694 0.9

Ⅴ 営業外費用 2 85 0.3 125 0.3 236 0.3

   経常利益 1,846 5.6 1,743 5.0 4,692 6.3

Ⅵ 特別利益 0 0.0 31 0.1 0 0.0

Ⅶ 特別損失 3 131 0.4 190 0.6 211 0.2

   税引前中間 
   (当期)純利益

1,715 5.2 1,584 4.5 4,481 6.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

701 502 1,906

   法人税等調整額 △147 554 1.7 103 606 1.7 △239 1,667 2.3

   中間(当期) 
   純利益

1,160 3.5 978 2.8 2,814 3.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

                  株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計配当準備 

積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 (百万円) 3,240 3,410 261 948 10,121 731 12,061 △31 18,681

中間会計期間中の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― 8,826 ― ― ― ― ― ― 8,826

 配当準備積立金の積立 （注） ― ― ― 50 ― △50 ― ― ―

 別途積立金の積立   （注） ― ― ― ― 200 △200 ― ― ―

 剰余金の配当     （注） ― ― ― ― ― △110 △110 ― △110

 中間純利益 ― ― ― ― ― 1,160 1,160 ― 1,160

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
           (百万円)

― 8,826 ― 50 200 800 1,050 △2 9,874

平成18年９月30日残高 (百万円) 3,240 12,237 261 998 10,321 1,531 13,112 △33 28,556

評  価・ 

換算差額等
純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高 (百万円) 1,015 19,696

中間会計期間中の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― 8,826

 配当準備積立金の積立 （注） ― ―

 別途積立金の積立   （注） ― ―

 剰余金の配当     （注） ― △110

 中間純利益 ― 1,160

 自己株式の取得  ― △3

 自己株式の処分 ― 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

155 155

中間会計期間中の変動額合計 
           (百万円)

155 10,030

平成18年９月30日残高 (百万円) 1,171 29,727



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合  計資 本 

準備金

その他 

資 本 

剰余金

資 本 

剰余金 

合 計

利 益 

準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計配当準備

積 立 金

別 途 

積立金

繰越利益

剰 余 金

平成19年３月31日残高(百万円) 3,240 12,237 0 12,237 261 998 10,321 3,005 14,585 △35 30,027

中間会計期間中の変動額

 配当準備積立金の積立 ― ― ― ― ― 100 ― △100 ― ― ―

 別途積立金の積立 ― ― ― ― ― ― 2,100 △2,100 ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ― △308 △308 ― △308

 中間純利益 ― ― ― ― ― ― ― 978 978 ― 978

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
            (百万円)

― ―  ― ― ― 100 2,100 △1,530 669 △0 669

平成19年９月30日残高 (百万円) 3,240 12,237 0 12,237 261 1,098 12,421 1,475 15,255 △36 30,697

評  価・ 

換算差額等
純資産合計そ  の  他 

有 価 証 券 
評価差額金

平成19年３月31日残高 (百万円) 1,223 31,251

中間会計期間中の変動額

 配当準備積立金の積立 ― ―

 別途積立金の積立   ― ―

 剰余金の配当    ― △308

 中間純利益 ― 978

 自己株式の取得  ― △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△283 △283

中間会計期間中の変動額合計 
           (百万円)

△283 385

平成19年９月30日残高 (百万円) 939 31,636



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合  計資 本 

準備金

その他 

資 本 

剰余金

資 本 

剰余金 

合 計

利 益 

準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計配当準備

積 立 金

別 途 

積立金

繰越利益

剰 余 金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,240 3,410 ― 3,410 261 948 10,121 731 12,061 △31 18,681

事業年度中の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― 8,826 ― 8,826 ― ― ― ― ― ― 8,826

 配当準備積立金の積立（注） ― ― ― ― ― 50 ― △50 ― ― ―

 別途積立金の積立  （注） ― ― ― ― ― ― 200 △200 ― ― ―

 剰余金の配当    （注） ― ― ― ― ― ― ― △110 △110 ― △110

 剰余金の配当（中間配当額） ― ― ― ― ― ― ― △179 △179 ― △179

 当期純利益 ― ― ― ― ― ― ― 2,814 2,814 ― 2,814

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― ― ― △4 △4

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― ― ― 0 0

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 
            (百万円)

― 8,826 0 8,826 ― 50 200 2,273 2,523 △4 11,346

平成19年３月31日残高 (百万円) 3,240 12,237 0 12,237 261 998 10,321 3,005 14,585 △35 30,027

評  価・ 

換算差額等
純資産合計そ  の  他 

有 価 証 券 
評価差額金

平成18年３月31日残高 (百万円) 1,015 19,696

事業年度の変動額

 合併に伴う新株の発行 ― 8,826

 配当準備積立金の積立 （注） ― ―

 別途積立金の積立   （注） ― ―

 剰余金の配当     （注） ― △110

 剰余金の配当（中間配当額） ― △179

 当期純利益 ― 2,814

 自己株式の取得  ― △4

 自己株式の処分 ― 0

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)

208 208

事業年度中の変動額合計 
           (百万円)

208 11,554

平成19年３月31日残高 (百万円) 1,223 31,251



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価

基準及び評

価方法

① 有価証券

 子会社株式及び関連会社株

式

  移動平均法による原価法

① 有価証券

 子会社株式及び関連会社株

式

同左

① 有価証券

 子会社株式及び関連会社株

式

同左

 その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

 その他有価証券

 時価のあるもの

同左

  

 その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

② デリバティブ

  時価法

② デリバティブ

同左

②   ――――

③ たな卸資産

  製品、仕掛品及び原材料

については主として総平均

法による原価法、貯蔵品に

ついては最終仕入原価法に

よる原価法によっておりま

す。

③ たな卸資産

同左

 

③ たな卸資産

同左

２ 固定資産の

減価償却の

方法

① 有形固定資産

  建物、工具・器具及び備

品は定額法、構築物、機械

及び装置、車両運搬具は定

率法を採用しております。

（会計方針の変更）

  従来、「平成10年３月31

日以前に取得した建物」

「建物附属設備」「金型を

除く工具・器具及び備品」

については定率法を採用し

ておりましたが、当中間会

計期間より定額法に変更し

ております。

  この変更は、平成18年４

月１日の旧株式会社本郷と

の合併を契機に償却方法を

統一する必要が生じたこと

に加え、事務の効率化及び

決算早期化を図るためであ

ります。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に

比べ、建物の減価償却費が

36百万円、工具・器具及び

備品の減価償却費が20百万

円それぞれ減少し、売上総

利益、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益はそ

れぞれ57百万円多く計上さ

れております。

① 有形固定資産

  建物、工具・器具及び備

品は定額法、構築物、機械

及び装置、車両運搬具は定

率法を採用しております。 

（会計方針の変更）

  法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号))に伴い、当中間会計期

間より、平成19年４月１日

以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しており

ます。 

 この変更に伴い、従来の

方法によった場合に比べ、

営業利益、経常利益、税引

前中間純利益がそれぞれ32

百万円少なく計上されてお

ります。 

（追加情報）

  当中間会計期間より、平

成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等

償却する方法によっており

ます。 

① 有形固定資産

  建物、工具・器具及び備

品は定額法、構築物、機械

及び装置、車両運搬具は定

率法を採用しております。

（会計方針の変更）

  従来、「平成10年３月31

日以前に取得した建物」

「建物附属設備」「金型を

除く工具・器具及び備品」

については定率法を採用し

ておりましたが、当事業年

度より定額法に変更してお

ります。 

  この変更は、平成18年４

月１日の旧株式会社本郷と

の合併を契機に償却方法を

統一する必要が生じたこと

に加え、事務の効率化及び

決算早期化を図るためであ

ります。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に

比べ、建物の減価償却費が

53百万円、工具・器具及び

備品の減価償却費が75百万

円それぞれ減少し、売上総

利益、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益はそ

れぞれ128百万円多く計上

されております。 



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  これにより、営業利益、

経常利益、税引前中間純利

益はそれぞれ239百万円少

なく計上されております。

② 無形固定資産

  定額法を採用しておりま

す。なお、ソフトウェア

(自社利用)については、社

内における見込利用可能期

間(５年)に基づく定額法を

採用しております。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

３ 引当金の計

上基準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給する

賞与に充てるため、当事業

年度の賞与支払予定額のう

ち当中間会計期間に属する

支給対象期間に見合う金額

を計上しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給する

賞与に充てるため、翌期支

払予定額のうち当事業年度

に属する支給対象期間に見

合う金額を計上しておりま

す。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。

  旧株式会社ヒラタにかか

る会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しております。

  数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数（旧株式会社ヒラ

タ17年、旧株式会社本郷３

年）による按分額をそれぞ

れ発生の翌期より費用処理

しております。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。

  旧株式会社ヒラタにかか

る会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しております。

  数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数による按分額をそ

れぞれ発生の翌期より費用

処理しております。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。

  旧株式会社ヒラタにかか

る会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額

を費用処理しております。

  数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数による按分額をそ

れぞれ発生の翌期より費用

処理しております。

④ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額

を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

同左

④ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規による

当事業年度末要支給額を計

上しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引

の処理方法

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

５ ヘッジ会計

の方法

(1) ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては特

例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用し

ております。  

 また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務等に

ついては、振当処理を行って

おります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段   

 ・・・金利スワップ  

    為替予約  

 ヘッジ対象  

 ・・・借入金の利息  

    外貨建金銭債権債務  

    等 

(3) ヘッジ方針

 借入金の金利変動リスクを

回避する目的で、金利スワッ

プを行っております。  

また、外貨建取引の為替相場

の変動リスクを回避する目的

で為替予約を行っておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてい

るため、有効性の評価を省略

しております。

 為替予約に関しては、外貨

建による同一金額で同一期日

の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完

全に確保されているので、中

間決算日における有効性の評

価を省略しております。

(1)    ――――

  

 

 

 

 

 

 

 

(2)    ――――

 

 

 

 

 

   

  

(3)    ――――

  

 

 

 

 

 

(4)    ――――

    

(1)    ――――
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(3)    ――――

     

 

 

 

 

 

 

(4)    ――――

６ その他中間

財務諸表(財

務諸表)作成

のための基

本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は29,727百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は31,251百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間会計期間より「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会 

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しておりま

す。

――――― （企業結合に係る会計基準等） 

 当事業年度より「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準

第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準適用指針

第10号）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用

指針」(企業会計基準委員会 最終改

正 平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号)を適用しておりま

す。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表関係） 

 「出資金」は、前中間会計期間末において投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間末において資産の総額の100分の５を超え

たため区分掲記しております。  

 なお、前中間会計期間末の「出資金」の金額は1,662

百万円であります。 

―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

１ 有形固定資産の減価償却累計額

73,650百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

78,637百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

76,501百万円

 

２ 担保資産

① 担保に供している資産

建物 1,578百万円

機械及び装置 476

土地 1,882

その他 91

合計 4,028

  上記は、工場財団抵当に供して

おります。

 

２ 担保資産

① 担保に供している資産

建物 1,717百万円

機械及び装置 412

土地 1,882

その他 1

合計 4,013

  上記は、工場財団抵当に供して

おります。  

２ 担保資産

① 担保に供している資産

建物 1,768百万円

構築物 0

機械及び装置 468

工具・器具及
び備品

1

土地 1,882

合計 4,121

  上記の物件は、工場財団抵当に

供している資産であります。

② 担保資産に対応する債務

１年内返済予 
定長期借入金

1,684百万円

長期借入金 1,946

合計 3,630

② 担保資産に対応する債務

１年内返済予
定長期借入金

1,379百万円

長期借入金 2,877

合計 4,256

② 担保資産に対応する債務

１年内返済予 
定長期借入金

1,233百万円

長期借入金 2,715

合計 3,949

３ 偶発債務

  下記関係会社の金融機関からの

借入れに対し、債務保証を行って

おります。

３ 偶発債務

  以下の関係会社の金融機関から

の借入れに対し、債務保証を行っ

ております。

３ 偶発債務

  以下の関係会社の金融機関から

の借入れに対し債務保証を行って

おります。

  ヒラタ ヤチヨ リーシング リ

ミテッド

1,437百万円

  エイチワン・インディア・プラ

イベート・リミテッド

148百万円

  ヒラタ ヤチヨ リーシング リ

ミテッド

1,434百万円

  エイチワン・インディア・プラ

イベート・リミテッド

80百万円

  ヒラタ ヤチヨ リーシング リ

ミテッド

1,448百万円

  エイチワン・インディア・プラ

イベート・リミテッド

111百万円

４ 受取手形割引高

278百万円

４     ―――― ４     ――――

５ 消費税等に係る表示

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ金額的重要性が乏し

いため流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

５ 消費税等に係る表示

同左

５     ――――

６ 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。 

 なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が、中

間会計期間末残高から除かれてお

ります。

受取手形 ６百万円

６ 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。 

 なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が、中

間会計期間末残高から除かれてお

ります。

受取手形 12百万円  

６ 事業年度末日満期手形の会計処

理については、満期日に決済が行

われたものとして処理しておりま

す。 

 なお、当事業年度末日が金融機

関の休日であったため、次の事業

年度末日満期手形が、事業年度末

残高から除かれております。

受取手形 63百万円



(中間損益計算書関係) 

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 営業外収益のうち主なもの １ 営業外収益のうち主なもの １ 営業外収益のうち主なもの

 

受取利息 0百万円

受取配当金 315

負ののれんの償却額 118

 

受取利息 5百万円

受取配当金 48

負ののれんの償却額 118

保険返戻金 265
 

受取利息 1百万円

受取配当金 367

負ののれんの償却額 236

２ 営業外費用のうち主なもの ２ 営業外費用のうち主なもの ２ 営業外費用のうち主なもの

 
支払利息 67百万円

 
支払利息 111百万円

 
支払利息 182百万円

３ 特別損失のうち主なもの ３ 特別損失のうち主なもの ３ 特別損失のうち主なもの

 

機械及び 
装置廃却損

18百万円

工具・器具及び  
備品廃却損

7

たな卸資産評価損 104
 

機械及び 
装置廃却損

65百万円

工具・器具及び
備品廃却損

80
 

機械及び
装置廃却損

79百万円

工具・器具及び 
備品廃却損

22

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額

 

有形固定資産 2,929百万円

無形固定資産 17
 

有形固定資産 3,677百万円

無形固定資産 15
 

有形固定資産 6,278百万円

無形固定資産 38



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   合併に伴う取得            1,455株 

   単元未満株式の買取りによる増加    1,976株 

 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の売渡しによる減少     140株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加     370株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   合併に伴う取得            1,455株 

   単元未満株式の買取りによる増加    2,768株 

 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の売渡しによる減少     140株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 53,295 3,431 140 56,586

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 57,378 370 ― 57,748

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 53,295 4,223 140 57,378



(リース取引関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計相当額及び中間期末残高

相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具・
器具及
び備品

558 312 245

その他 93 68 25

合計 651 380 270

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及
び装置

89 77 11

工具・
器具及
び備品

268 138 129

ソフト
ウェア

76 44 31

その他 15 5 9

合計 449 266 182

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置

89 71 18

工具・
器具及
び備品

355 203 151

ソフト
ウェア

105 64 40

その他 15 4 11

合計 565 344 221

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 110百万円

１年超 163

合計 274

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 77百万円

１年超 108

合計 186
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 89百万円

１年超 135

合計 225

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 85百万円

減価償却費相当額 81

支払利息相当額 2

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 53百万円

減価償却費相当額 50

支払利息相当額 1
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 152百万円

減価償却費相当額 145

支払利息相当額 4

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はありません。

(減損損失について）

同左

  

(減損損失について）

同左



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間会計期間(自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日)、前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)のいずれにお

いても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  



(企業結合等関係) 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式及

び結合後企業の名称 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

株式会社本郷    自動車部品関連事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

自動車業界の国内外での競争激化を背景に、自動車部品業界においては、グローバル化対応のリソ

ースの確保や研究開発力の強化など事業基盤の整備が急務となってきております。このような経営環

境の中、生産・開発・管理の効率と質を飛躍的に向上させ、企業競争力の強化を図り、スピードある

経営判断と、製品競争力を更に高めるためであります。 

(3) 企業結合日      平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式  合併 

(5) 結合後企業の名称   株式会社エイチワン 

  

２．中間財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成18年９月30日まで 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

被取得企業の普通株式１株につき、当社の普通株式1.455株の割合で割当交付いたしました。 

(2) 交換比率の算定方法 

デュー・ディリジェンスの結果を踏まえ、財務アドバイザーが市場株価平均法、ディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法、修正純資産価額法により適正評価分析を行い、当該評価結果を参考に決

定いたしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

交付株式数 9,896,910株  交付株式の評価額 8,826百万円 

  

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 負ののれんの金額  1,182百万円 

(2) 発生原因 

被取得企業の取得原価と、企業結合日における被取得企業の時価評価された純資産額に差額が生じ

たためであります。 

(3) 償却の方法及び償却期間    ５年間の均等償却 

  

取得の対価

 株式会社エイチワンの株式 8,826百万円

取得に直接要した支出

 デュー・ディリジェンス費用 54

     取得原価 8,881



６．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

 
(2) 負債の額 

 
  

  

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

 前事業年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式及

び結合後企業の名称 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容  

株式会社本郷    自動車部品関連事業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

自動車業界の国内外での競争激化を背景に、自動車部品業界においては、グローバル化対応のリソ

ースの確保や研究開発力の強化など事業基盤の整備が急務となってきております。このような経営環

境の中、生産・開発・管理の効率と質を飛躍的に向上させ、企業競争力の強化を図り、スピードある

経営判断と、製品競争力を更に高めるためであります。 

(3) 企業結合日      平成18年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式  合併 

(5) 結合後企業の名称   株式会社エイチワン 

  

２．財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成18年４月１日から平成19年３月31日まで 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

 流動資産 7,834百万円

 固定資産 17,781

     合計 25,616

 流動負債 10,648百万円

 固定負債 4,903

     合計 15,551

取得の対価

 株式会社エイチワンの株式 8,826百万円

取得に直接要した支出

 デュー・ディリジェンス費用 54

     取得原価 8,881



４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

(1) 株式の種類及び交換比率 

被取得企業の普通株式１株につき、当社の普通株式1.455株の割合で割当交付いたしました。 

(2) 交換比率の算定方法 

デュー・ディリジェンスの結果を踏まえ、財務アドバイザーが市場株価平均法、ディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法、修正純資産価額法により適正評価分析を行い、当該評価結果を参考に決

定いたしました。 

(3) 交付株式数及びその評価額 

交付株式数 9,896,910株  交付株式の評価額 8,826百万円 

  

５．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 負ののれんの金額  1,182百万円 

(2) 発生原因 

被取得企業の取得原価と、企業結合日における被取得企業の時価評価された純資産額に差額が生じ

たためであります。 

(3) 償却の方法及び償却期間    ５年間の均等償却 

  

６．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

 
(2) 負債の額 

 
  

  

 流動資産 7,834百万円

 固定資産 17,781

     合計 25,616

 流動負債 10,648百万円

 固定負債 4,903

     合計 15,551



(１株当たり情報) 

 
  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり中間(当期)純利益 

   
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,156円96銭 １株当たり純資産額 1,231円33銭 １株当たり純資産額 1,216円31銭

１株当たり中間純利益 45円18銭 １株当たり中間純利益 38円07銭 １株当たり当期純利益 109円52銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

中間貸借対照表(貸借対照表)の純資
産の部の合計額    （百万円）

29,727 31,636 31,251

普通株式に係る純資産額（百万円） 29,727 31,636 31,251

普通株式の発行済株式数（千株） 25,750 25,750 25,750

普通株式の自己株式数 （千株） 56 57 57

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数   （千株）

25,694 25,693 25,693

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益    (百万円) 1,160 978 2,814

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
            (百万円)

1,160 978 2,814

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,694 25,693 25,694



(重要な後発事象) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――

 

 平成19年９月27日開催の当社取締役会において、2012年10月

16日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の発行を決議し、

平成19年10月16日に払込みが完了いたしました。

１ 社債の名称：株式会社エイチワン2012年10月16日満期円貨

建転換社債型新株予約権付社債

２ 発行価額：本社債額面金額の100％(各本社債額面金額500万

円)

３ 発行価格(募集価格)：本社債額面金額の102.5％

４ 発行価額の総額：5,000百万円

５ 利率：本社債に利息は付さない

６ 償還期限：2012年10月16日

７ 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

 ① 種類：当社普通株式

 ② 数：新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新た

に発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を移

転する数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を下

記９②ないし④記載の転換価額で除した数とする。但し、

本新株予約権の行使により生じる1株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行

使の結果単元未満株式が発生する場合、当社は会社法に定

める単元未満株主の買取請求権が行使されたものとして現

金により精算する。

８ 新株予約権の総数：1,000個

９ 新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額：

① 本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するも

のとし、当該本社債の価額は、当該本社債の額面金額と同

額とする。

② 転換価額は、当初1,657円とする。

③ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社

普通株式の時価を下回る払込金額で新たに当社普通株式を

発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に

は、次の算式により調整される。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数(但

し、当社の保有する自己株式数を除く。)をいう。

既発行
株式数

＋

新発行又は 
処分株式数

×
1株当たりの
払込金額

調整後 
転換価格

＝
調整前 

転換価格
×

時価

既発行株式数+発行又は処分株式数

 また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普

通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたもの

を含む。)の発行その他本新株予約権付社債の要項に定め

る一定の場合にも適宜調整される。

―――――



前へ 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ④ 2009年10月２日(日本時間、以下「決定日」という。)ま

で(同日を含む。)の20連続取引日のジャスダック証券取引

所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値(但

し、１円未満の端数は切り上げる。)が、当該決定日にお

いて有効な転換価額を１円以上下回る場合、転換価額は、

2009年10月16日(日本時間、以下「効力発生日」という。)

以降、上記の方法で算出された額(終値の平均値)に修正さ

れる(但し、決定日(同日を含まない。)から効力発生日(同

日を含む。)までの期間に上記③に従ってなされた調整に

従う。)。但し、算出の結果、決定日に有効な転換価額の

80％未満となる場合、転換価額は決定日に有効な転換価額

の80％に当たる金額(但し、１円未満の端数は切り上げ

る。)とする。

10 新株予約権の行使期間：2007年10月30日から2012年10月２

日の銀行営業終了時(ルクセンブルク時間）

11 募集方法：Mizuho International plc, London, Zurich 

Branchの総額買取引受によるスイス連邦を中心とする海外

市場(アメリカ合衆国を除く)における募集。

12 手取金の使途：高効率な生産ラインの構築と、それに伴う

生産能力と生産性の拡充を図るため、妻沼(熊谷拠点)の工

場建設資金及び北米連結子会社への増資を通じた北米での

設備投資資金に充当する予定。

13 払込期日及び発行日：2007年10月16日

―――――



(2) 【その他】 

平成19年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………………………  192百万円 

(ロ）１株当たり中間配当金……………………………………………   ７円50銭 

(ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日……………  平成19年12月３日 

(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払いを行いま

す。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 半期報告書の訂正報告書 

平成19年６月25日 関東財務局長に提出 

平成18年12月22日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

平成19年６月26日 関東財務局長に提出 

事業年度（第１期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(3) 臨時報告書  

平成19年９月27日 関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５項第４項及並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２

項第１号(円貨建転換社債型新株予約権付社債の発行)の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4) 臨時報告書の訂正報告書  

平成19年９月28日 関東財務局長に提出 

上記(3)に係る訂正報告書であります。 

(5) 臨時報告書の訂正報告書  

平成19年10月５日 関東財務局長に提出 

上記(3)に係る訂正報告書であります。 

(6) 有価証券報告書の訂正報告書  

平成19年10月24日 関東財務局長に提出 

上記(2)に係る訂正報告書であります。 

  

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月22日

株式会社 エイチワン 

取締役会 御中 

 

   

   

   

   

   

  

私共監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社エイチワンの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私共監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私共監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私共

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私共監査法人は、中

間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私共監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社エイチワン及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会

計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」を適用している。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会

計期間より「企業結合に係る会計基準」及び「事業分離等に関する会計基準」並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を適用している。 
  
会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  野  正  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  定  俊  博  ㊞

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮    直   仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
 



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月21日

  

株式会社 エイチワン 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社エイチワンの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計

年度の中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、

すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社エイチワン及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年９月27日開催の取締役会において、2012年10

月16日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の発行を決議し、平成19年10月16日に払込みが完了した。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  定  俊  博  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  間  康  司  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  内  田    敬  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
 



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月22日

株式会社 エイチワン 

取締役会 御中 

 

   

   

   

   

   

  

私共監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社エイチワンの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１期事業年度の中

間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、私共監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

私共監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私共

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を

中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私共監査法人は、中間監査の

結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私共監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、株式会社エイチワンの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 
  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間よ

り「企業結合に係る会計基準」及び「事業分離等に関する会計基準」並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」を適用している。 
  

会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  野  正  彦  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  定  俊  博  ㊞

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮    直   仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成19年12月21日

  

株式会社 エイチワン 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
  

  

当監査法人は、金融商品取引法１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社エイチワンの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２期事業年

度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社エイチワンの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 
  
追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年９月27日開催の取締役会において、2012年10

月16日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の発行を決議し、平成19年10月16日に払込みが完了した。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  矢  定  俊  博  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  間  康  司  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  大  内  田    敬  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/83
	pageform2: 2/83
	form1: EDINET提出書類  2007/12/21 提出
	form2: 株式会社エイチワン(363096)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/83
	pageform4: 4/83
	pageform5: 5/83
	pageform6: 6/83
	pageform7: 7/83
	pageform8: 8/83
	pageform9: 9/83
	pageform10: 10/83
	pageform11: 11/83
	pageform12: 12/83
	pageform13: 13/83
	pageform14: 14/83
	pageform15: 15/83
	pageform16: 16/83
	pageform17: 17/83
	pageform18: 18/83
	pageform19: 19/83
	pageform20: 20/83
	pageform21: 21/83
	pageform22: 22/83
	pageform23: 23/83
	pageform24: 24/83
	pageform25: 25/83
	pageform26: 26/83
	pageform27: 27/83
	pageform28: 28/83
	pageform29: 29/83
	pageform30: 30/83
	pageform31: 31/83
	pageform32: 32/83
	pageform33: 33/83
	pageform34: 34/83
	pageform35: 35/83
	pageform36: 36/83
	pageform37: 37/83
	pageform38: 38/83
	pageform39: 39/83
	pageform40: 40/83
	pageform41: 41/83
	pageform42: 42/83
	pageform43: 43/83
	pageform44: 44/83
	pageform45: 45/83
	pageform46: 46/83
	pageform47: 47/83
	pageform48: 48/83
	pageform49: 49/83
	pageform50: 50/83
	pageform51: 51/83
	pageform52: 52/83
	pageform53: 53/83
	pageform54: 54/83
	pageform55: 55/83
	pageform56: 56/83
	pageform57: 57/83
	pageform58: 58/83
	pageform59: 59/83
	pageform60: 60/83
	pageform61: 61/83
	pageform62: 62/83
	pageform63: 63/83
	pageform64: 64/83
	pageform65: 65/83
	pageform66: 66/83
	pageform67: 67/83
	pageform68: 68/83
	pageform69: 69/83
	pageform70: 70/83
	pageform71: 71/83
	pageform72: 72/83
	pageform73: 73/83
	pageform74: 74/83
	pageform75: 75/83
	pageform76: 76/83
	pageform77: 77/83
	pageform78: 78/83
	pageform79: 79/83
	pageform80: 80/83
	pageform81: 81/83
	pageform82: 82/83
	pageform83: 83/83


